
効果はあまり見られないことが予想される。こ

の恒常所得仮説が現実に成り立っているかどう

かや、恒常所得仮説のもとでの限界消費性向の

大きさについては、長い間、実証的に検証が行

われている。というのも、ケインズ経済学で仮

定されていた消費関数と恒常所得仮説で仮定さ

れている消費関数のどちらが成立しているかに

よって、課税や補助金など所得を変化させる政

策が人々の経済行動にもたらす影響が異なるか

らである。例えば、ある時に政府が減税を行っ

たとする。ケインズ型の消費関数であれば、減

税により可処分所得が増加するため消費も増加

することが予想される。一方で、恒常所得仮説

にもとづくと、一時的な減税が恒常所得にもた

1　はじめに
　遺産の受け取りは、一時的な所得の変化をも

たらす。通常、所得の変化は、労働供給や消費、

貯蓄などの経済行動を変化させる。特に所得と

消費の関係に関しては、かなり古くから研究が

行われており、初期の研究では、消費は現在お

よび過去の所得と線形の関係であると仮定する

ケインズ型の消費関数が考えられていた。その

後のミルトン・フリードマンらの研究により、

消費は現在と過去の所得だけでなく将来の予想

所得も含む生涯の所得（恒常所得）によって決

まるという恒常所得仮説が生まれた 1）。恒常所得

仮説によれば短期的な所得の変化はそれが恒常

所得に影響を与えない限り、消費を増減させる

〜要旨〜
　遺産を受け取ることで人々は消費行動をどのように変化させるだろうか。遺産は、両親や配偶者が

亡くなった場合に受け取るケースがほとんどのため、その受け取り手の多くが中高齢者である。本論

文では、中高齢者を対象としたパネルデータ「くらしと健康の調査」を用いて、遺産の受け取りが中

高齢者の消費行動に与える影響を実証的に示した。本研究では、消費を食費と外食費と生活費、耐久

財消費の四つの種類に分け、それぞれについて遺産の受け取りによる影響を分析した。最小二乗法と

固定効果モデルを用いた検証の結果、前回の調査からの 2 年の間に新たに遺産の受け取りがあった場

合、耐久財消費を統計的有意に増やすことを示した。本分析から、遺産の受け取りは残された家族の

生活費等には影響を与えないが、耐久財消費といった一時的な消費の増加には影響を与えることが分

かった。

大東文化大学経済学部講師　菅 野　早 紀

遺産の受け取りが中高齢者の消費行動に
与える影響について
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化が経済行動に与える影響を実証的に推定する研

究がいくつか行われている（Atalay and Barrett, 

2015 ; Mastrobuoni, 2009）。

　本研究では、所得の変化を遺産の受け取りに

よってとらえ、それが経済行動にもたらす影響

を分析する。遺産の受け取りは、多かれ少なかれ、

それが借金であったとしても所得を外生的に変

化させる。遺産の受け取りは不労所得であるた

め、受け取った人の能力や経済行動（ここでは

労働供給といってもよい）を変化させた結果と

して生じたものではない。遺産は、両親や祖父

母、配偶者、子ども、その他の親族が亡くなっ

た場合に受け取る。つまり、遺産の受け取りは、

外生的に所得を変化させる。本論文では、遺産

という外生的な所得の変化により、経済行動、

その中でも特に消費に影響を与えたかどうかを

実証的に明らかにする。本研究が消費に着目し

た理由として、消費は家計の生活水準を測る指

標として有益であるからである。一口に消費と

いっても様々な財の消費があるが、本論文では、

食費、外食費、生活費、耐久財消費の 4 つの消

費に与える影響を推定する。恒常所得仮説が成

り立っているとすれば、遺産のような一時的な

所得変化は食費や生活費といった日々の消費に

はあまり影響がないと予想される。一方で、外

食費や耐久財消費は常に消費されるものではな

いため、所得の変化にセンシティブになるかも

しれない。

　本研究では中高齢者を対象としたパネルデ

ータ「くらしと健康の調査」（Japanese Study of 

Aging and Retirement、以下 JSTAR）を利用す

る。JSTAR は 50 歳以上の中高齢者を対象とし

ているため、遺産を受け取ったり、遺産を残す確

率が高い人たちが回答を行なっている。JSTAR

では、遺産の受け取り手としての回答と遺産を

残す側としての回答の両方が含まれている。本

らす影響は小さく、その効果も限定的であると

考えられる。

　このように、課税や補助金、法改正がもたら

す所得の変化が、消費や労働供給などの経済行

動へ与える影響についてはこれまで様々な研究

が行われている。例えば、時間当たりの労働所

得が増えた時に、労働供給を増やすのか減らす

のか、可処分所得が減少した時に消費をどれだ

け減らすのか、消費税増税によりどのような家

計がどのような財の消費をどれくらい減らすの

か、生活保護の給付額が増えると生活保護受給

者の労働供給は抑制されるか否か、などである。

このような所得の変化がもたらす経済活動への

影響を現実のデータを用いて実証的に推定する

ことは、政策立案上、税制などの政策変更の効

果を事前に見積もるために重要な研究であると

いえる。しかしながら、純粋に所得による消費

や労働供給への効果を推定するには計量経済学

的に乗り越えなければならないハードルがある。

それは、所得が常にランダムに割り振られたり、

外生的に与えられているわけではない、という

問題である。つまり、所得の高い人は（データ

では観測できないが）そもそも能力が高いこと

を示唆しており、それゆえ、所得が高くなった

から労働供給を増やしたのか、仕事への熱意・

能力が高いゆえに労働供給を増やしたのか定か

ではない。能力などを除いて純粋に所得の変化 

が経済行動に与えた影響を推定するためには、宝

くじのようにランダムに所得を割り当ててその

効果を推定したり、財産所得のような外生的な

所得の変化を利用する必要がある（Brownet al., 

2010 ; Imbens et al. 2001）。近年では、年金の受

給開始年齢の引き上げなど、当人の能力や労働

供給に関係なく一部の人の所得を外生的に変化

させるような政策変更を使った自然実験に似た

シチュエーションを利用して、所得の外生的な変
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では、不労所得として、くじ引きを使ってラン

ダムに賞金を渡して外生的に所得を変化させる

アイディアを利用している。これによると、不

労所得を得ることで、労働から得る所得を減少

させ、家などより高額なものの消費を増やすこ

とが分かった。Johnson et al.（2006）では、アメ

リカで 2001 年に行われた税の還付（Economic 

Growth and Tax Relief Reconciliation Act of 

2001）を利用して、外生的に所得の変動が起こ

った時の消費支出への影響を分析している。そ

れによると、還付から 3 ヶ月以内に、払戻額の

20 〜 40% を非耐久財消費に使っていることが分

かった。

　遺産の受け取りによる労働への影響について

は、アメリカのデータを中心に研究が行われて

いる。Brown et al,（2010）では、アメリカの

中高齢者を対象とした個票パネルデータ Health 

and Retirement Study（以下、HRS）を利用して、

遺産の受け取りにより引退の確率が高まったか

どうかを検証している。HRS は 2 年ごとにデー

タの収集を行っており、前回の調査から今回の 

調査の 2 年の間で遺産の受け取りがあったかど

うかを使い、遺産の受け取りがあった場合、な

かった場合に比べて、引退の確率が 2.3% 高ま

り、遺産の受取額が $100,000 大きくなると引退

の確率は 2% 高くなることを明らかにした。日

本の個票パネルデータを利用した研究としては、

菅野・松山（2016）がある。菅野・松山（2016）

は、本論文と同じデータセットJSTARを用いて、

遺産の受け取りにより中高齢者が労働供給をど

のように変化させるかを検証した。菅野・松山

（2016）によると遺産の受け取りによる引退の確

率は年齢が増えることで上昇し、さらに、遺産

の受け取りを予期していないときの方が予期し

ているときよりも引退する確率が高いことを示

した。

稿では、遺産の受け取り手としての回答を使い、

遺産を受け取った人と遺産を受け取っていない

人で、消費行動が異なるかを検証する。特に、

パネルデータを利用することにより、元々、個

人が持つ消費行動の効果を取り除いた推定がで

きる。さらに、観察できない固有の特徴である

固定効果を取り除いた形で、所得の増加が消費

に与える影響をとらえることができる。

2　既存研究
　これまで、人々はなぜ遺産を残すのか、どの

ように遺産を残すのか、といった遺産動機に関 

する研究は数多く蓄積がある（Groneck, 2017 ; 

Light, A., and K. McGarry. 2004 ; Hurd and 

Smith, 2001 ; 濱秋 , 2018 ; Hamaaki et al. 2019）。

しかしながら、遺産の受け取りによって、人々

がどのように経済行動を変化させているかにつ

いては、近年まで利用可能な個票データがあま

りなく研究がなかなか行われていなかった。

　遺産の受け取りによる消費への影響を分析

した先行研究はそれほど多くない。Weil（1994）

と Hrung（2004）は、アメリカの Panel Study of 

Income Dynamics（PSID）を利用して、遺産の受

け取りが消費行動に与える影響を分析した数少

ない研究である。Weil（1994）によると、遺産を

受け取ったか受け取ると予期している人はそう

でない人に比べて消費を増加させることを明ら

かにした。また、Hrung（2004）によると、親の

純資産と子供の消費の間には正の相関関係があ

ることを示した。

　そのほかにも、遺産のような思いがけず手に入

ったお金（windfalls）を利用して、恒常所得仮説

をテストし、限界消費性向を検証している研究

がいくつか蓄積されている。Imbens et al. （2001）

は、不労所得の獲得が消費や労働供給などの経

済行動に与える影響を検証している。この研究
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フォルニア大学で作成されている Harmonized 

JSTAR を利用し（Matsuyama et al. 2014）、欠

損値のインピュテーションが行われているデー

タを用いる。

　JSTAR のサンプリングは、まず都市を選んだ

上で、その中から自治体ごとに住民基本台帳よ

り無作為に抽出している。2007 年に開始された

時の第 1 回の調査は北海道滝川市、宮城県仙台

市、東京都足立区、岐阜県白川町、石川県金沢

市で行われた。2009 年の第 2 回の調査では、第

1 回調査の 5 都市に加え、新たに佐賀県鳥栖市、

沖縄県那覇市の 2 都市が加えられた。2011 年の

第 3 回の調査では新たに東京都調布市、大阪府

富田林市、広島県広島市の 3 都市が加えられた。

本分析では、2007 年の第 1 回調査、2009 年の第

2回調査、2011年の第3回調査のデータを用いる。

（2） 遺産に関する調査項目
　JSTAR では遺産に関して下記のような質問が

行われている。まず、調査対象者が初めてJSTAR

に回答した場合（JSTAR はパネルデータである

ため、2007 年の第 1 回調査や、2009 年以降新た

に加えられた都市の初回の調査の場合がこれに

当てはまる）と、前回から引き続き回答した場

合で質問項目が異なっている。初めて回答した

場合、まず「いままでに生前贈与や遺産などを

受け取られましたか。」「いままでに受け取られ

た生前贈与や遺産の総額はどの程度か教えてい

ただけますか」「それはどなたから受け取りまし

たか」といった調査以前の遺産の受け取りにつ

いて質問が行われている。しかし、いつ遺産を

受け取ったかについては聞いていないため、調

査対象者が初めて回答した場合には、遺産を受

け取ったのが最近であるのか、何年も前に受け

取っていたのかは分からない。しかし、調査対

象者が 2 年前の調査から引き続き回答している

3　データ
（1）中高齢者パネルデータ「くらしと健康

の調査」について
　では、日本では、遺産を受け取った際に、人々

は消費を変化させるだろうか。本論文の分析に

は、日本の中高齢者を対象としたパネル調査「く

らしと健康の調査」（JSTAR）を用いる。JSTAR

は経済産業研究所（RIETI）、一橋大学および東京

大学により、2007 年から隔年で 50 歳以上の中高

齢者を対象に行われているアンケート調査であ 

る。JSTAR はアメリカの中高齢者パネルデータ

The Health and Retirement Study（HRS）と ヨ

ーロッパの中高齢者パネルデータ The Survey 

on Health, Aging and Retirement in Europe

（SHARE）に基づいて作成された日本の中高齢者

を対象とした個人アンケート調査である。HRS

と SHARE は 50 歳以上の中高齢者を対象とし

ており、HRS は 1992 年の開始時から、SHARE

は 2004 年から同一の調査対象者を継続的に調

査する貴重なパネルデータとなっている。HRS

や SHARE は、退職や健康、消費・貯蓄行動など、

中高齢者の経済、社会、健康、家族関係といっ

た多岐にわたる面から中高齢者の実態を把握で

きるデータとなっており、高齢者に関する研究

に多く利用されている。JSTAR はこの HRS や

SHARE と国際比較可能となるようにデザイン

されている。その調査項目は、対象者（とその配

偶者）の年齢や学歴、家族関係はもちろん、就業

状態、年金、所得や消費、住宅や資産といった経

済変数、さらには、健康状態、握力や記憶力のテ

スト、介護の提供の有無や介護サービスの利用

の有無、医療受診の頻度と病名など、高齢者の

実態を明らかにするには不可欠な変数が数多く

含まれている。その中に、後述する遺産に関す

る項目も含まれている。分析に際しては、HRS

や SHARE と同様に RAND 研究所および南カリ
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外食費については、「ふだん 1 ヶ月の間にご家庭

では外食をされましたか。その場合外食費は大

体どれだけ使いましたか」という質問である。

生活費については、「ふだん 1 ヶ月の間にご家庭

ではだいたいどれくらいお金を使いましたか。

家賃・住宅ローンの支払いといった住居費や耐

久消費財（テレビや冷蔵庫など）の購入は除い

てください。」と質問している。耐久消費財につ

いては、「過去 1 年間で、ご家庭では電化製品な

どの耐久消費財（テレビ、ビデオ・DVD、コン

ピューター、冷蔵庫、電子レンジ、洗濯機、食

器洗い機など）をどれくらい買われましたか。

ただし、車の購入や農機具など仕事や事業に関

するものは除いてください。」という質問である。

　どの財の消費も家計にとって必要不可欠なも

ので、それにより家計の経済状況を見ることが

できる。ただし、世帯内の人数が増えれば増え

るほど消費額は増加するが、一定割合で増える

わけではなく、増えるほどその限界的な消費額

は逓減していくという規模の経済（economies 

of scale）がはたらく。例えば、家族の人数が二

人から四人へと二倍になったとき、消費額が二

倍になるわけではなく、その増加分は一人増え

た時よりも少なくなる。そこで、本論文では、消

費額を世帯内の人数のルートで除して一人当た

りの消費額として取り扱う。

　表 1 は、各消費のパーセンタイル別記述統計

である。一ヶ月の一人あたり食費の 50 パーセン

タイル、つまり中央値は 35,355 円である。外食

場合には、「前回にお伺いした時には（生前贈与

または遺産を）〜から受け取られたと伺いまし

た。それ以後、新たに生前贈与や遺産を受け取

りましたか」と前回の調査時点から 2 年間の間

に新たに遺産の受け取りがあったかどうか尋ね

ている。さらに今まで受け取った遺産の総額や、

2 年間の間に新たに遺産を受け取った場合、だれ

から受け取ったかも尋ねている。遺産の受け取

りは事前に予期できる部分と予期できない部分

がある。例えば、一人っ子で高齢の親が一人い

た場合、高齢の親の死後に遺産を引き継ぐこと

は予期できるかもしれない。しかし、その高齢

の親がいつ亡くなるか、というのはある程度し

か予期することができない。本研究では、実際

に遺産を受け取った後、遺産受取人の経済行動

がどのように変化したかに着目し、遺産の受け

取りを予期していたか予期していなかったかと

いう点は本論文の範囲を超えたテーマとして考

案から除いている。これまで、または前調査期

間からの 2 年の間に遺産を受け取った場合、ど

のように消費を変化させているかを分析する。

（3） 消費データ
　JSTAR では消費に関する項目は、各世帯の 1

ヶ月の食費、外食費、生活費、耐久財消費の合

計 4 つの消費について聞いている。例えば、食

費に関しては、「平均するとふだん 1 ヶ月の間に、

ご家庭では食費（外食費を除く）にだいたいど

れだけ使いましたか」という質問がされている。
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表 1　消費額のパーセンタイル表示 （円）
パーセンタイル

10 25 50 75 90
食費 20,000 26,833 35,355 49,497 69,282
外食費 1,155 2,887 6,708 14,142 35,355
生活費 35,777 70,711 106,066 144,338 200,000
耐久消費財 0 0 28,284 100,000 184,752
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している。そして、遺産の受け取りがあった人

は 15% である。

　次に、遺産の受け取りの有無について、詳し

いデータを見てみる。先述の通り、JSTAR に初

めて回答した人は、時期は問わず、これまでに

遺産をもらったことがあるか尋ねられ、回答す

るのが 2 回目以降の人は前回の調査から遺産を

受けとったかを尋ねられる。初めて JSTAR に回

答した人について、これまで遺産を受け取った

ことがある人はどれくらいいるだろうか。表 3

によると、全体の回答者のうち約 29% の人がこ

れまで遺産を受け取ったことがある、と回答し

ている。これは、男女ともにほぼ同数の割合と

なっている。次に、JSTAR に 2 回以上回答して

費は 6,708 円、生活費は 106,066 円、耐久消費財

は 28,284 円である。ここで外食費の 95 パーセン

タイルが 35,400,000 で非現実的な値であるため、

外食費については 90 パーセンタイルより大きい

値については外れ値として以下の分析において

削除した。そのほかの消費については 99 パーセ

ンタイルより大きい値は外れ値として削除した。

4　分析方法
（1） 記述統計
　分析で用いたデータの記述統計は以下の表 2

の通りである。JSTAR の第 1 回調査から第 3 回

調査を利用した本分析の対象者は、年齢 50 歳以

上 80 歳以下、男女はほぼ同数、79% の人が結婚
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表 2　記述統計
　 平均 標準偏差 最小値 最大値

年齢 65.11 7.24 50 80
遺産の受け取りの有無（あり = 1 ; なし = 0） 0.15 0.35 0 1
性別ダミー（女性 = 1, 男性 = 0） 0.51 0.5 0 1
結婚ダミー（結婚している = 1 ; していない = 0） 0.79 0.41 0 1

就労
フルタイムダミー 0.21 0.41 0 1
パートタイムダミー 0.18 0.38 0 1
失業中ダミー 0.04 0.19 0 1
引退ダミー 0.17 0.37 0 1
休職中ダミー 0.03 0.18 0 1
非労働力ダミー 0.25 0.43 0 1
自営業ダミー 0.12 0.32 0 1

学歴
中卒以下 0.28 0.45 0 1
高卒 0.57 0.5 0 1
大卒以上 0.15 0.35 0 1

主観的健康度
とてもよい・よい 0.46 0.5 0 1
まあよい 0.38 0.48 0 1
悪い・非常に悪い 0.16 0.37 0 1

消費
一人当たり食費（1 ヶ月） 38,257 18,354 0 115,470
一人当たり外食費（1 ヶ月） 7,565 7,118 0 35,355
一人当たり生活費（1 ヶ月） 108,472 57,843 0 300,000
一人当たり耐久財消費（1 年間） 62,063 89,526 0 581,378
N 8,774 　 　 　



Consumptionit= α + β・Bequestit+ γ・Xit+εit

i=1,2,… ,n

t=1,2,3

である。Consumptionit は、i さんの t 時点におけ

る一人当たり消費で、食費、外食費、生活費、

耐久財消費が入る。それぞれの消費額を世帯内

人数のルートで割ったものを一人当たり消費と

する。Bequestit は、遺産を受け取ったかどうか

を示すダミー変数で、受け取っていれば 1、受

け取っていなければ 0 を示す。Xit は、i さんの t

時点における社会経済変数で、年齢、年齢の二

乗項、学歴、結婚の有無を示すダミー変数、主

観的健康度のダミー変数が含まれている。

　いま、推定したい値は、Bequestit の係数であ

るβである。もし遺産の受け取りにより、消費

が増えている場合には、βの値が正になる。結

果は、表 5 に示されている。（1）によると、遺産

を受け取った人は受け取っていない人に比べて、

食費が統計的有意に正の値を取っている。遺産

を受け取ることで、一人あたり 1,861 円食費を

いる人のうち、前回の調査からの 2 年の間に遺

産の受け取りがあったかどうかを見てみる。表 4

によると、前回の回答から遺産の受け取りがあ

った人の割合は、約 7% である。これも男女と

も同じくらいの割合の回答者が前回の回答から

遺産を受け取っている。

（2） 回帰分析 1
　遺産の受け取りは不労所得の増加とみなすこ

とができる 2）。では、遺産の受け取りにより所得

が増えた際に、遺された家族は消費を増やすだ

ろうか。それとも、恒常所得仮説にもとづき、

一時的な所得の増加は消費に影響しないのであ

ろうか。また、消費の種類によりその影響は異

なるのだろうか。例えば、食費や生活費につい

ては影響はないが、外食費や耐久財の消費につ

いては贅沢品として、所得の増加による消費の

増加傾向が見られるだろうか。これらを検証す

るために、まず、最小二乗法（OLS）による回帰

分析を行う。推定式は、
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表 3　初めて JSTARに回答した人の遺産の受け取りの有無
　 男性 女性 合計
遺産を受け取った 370 446 816

（29.2%） （28.9%） （29.0%）
遺産を受け取っていない 899 1,097 1,996

（70.8%） （71.1%） （71.0%）
合計 1,269 1,543 2,812

表 4　前回の回答から遺産の受け取りがあった人の割合
　 男性 女性 合計
遺産を受け取った 202 196 398

（7.2%） （7.0%） （7.1%）
遺産を受け取っていない 2,622 2,606 5,228

（92.9%） （93.0%） （92.9%）
合計 2,824 2,802 5,626
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（3） 回帰分析 2
　最後に、前回の調査から 2 年の間に遺産の受け

取りがあった時、それが消費に影響を与えてい

るかを考察する。前項（2）では、初めて JSTAR

に回答した人も回答が 2 回目以降の人も全てま

とめて消費への影響を見ていた。しかしながら、

初めて JSTAR に回答した人はいつ遺産を受け

取ったのかデータから定かではない。そのため、

遺産の受け取りにより消費が増えたかどうかを

みるには、より直近の遺産の受け取りに注目し

た方が正確にその影響をみることができる。本

節では、JSTAR に回答したのが 2 回目もしくは

3 回目の人に絞り、前回の調査からの 2 年の間

に遺産をもらった場合、消費が増えているかど

うかを検証する。

　表 7 は、最小二乗法（OLS）の結果である。こ

れによると、前回の調査から今回の調査までに

増加させている。（2）の外食費、（3）の生活費

については値はマイナスだが、統計的有意では

ない。さらに、耐久財消費については（4）の通

り、統計的有意に正の値を取っている。

　次に、時間を通じて一定の効果をもたらす変

数を除外するために、次の式のように固定効果

（Fixed Effect）モデルで推定を行う。

Consumptionit=α+β Bequestit+ γ・Xit+ δ i

+ τt+ εit

i=1,2,… ,n
t=1,2,3

ここで、δi は主体固定効果で、τt は時間固定効

果である。推定の結果は、表 6 の（4）にあるよう

に、遺産を受け取ったことにより、耐久財消費が

統計的有意に増加していることが示された。
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表 5　遺産の受け取りによる消費への影響（最小二乗法による推定）
　 （1） （2） （3） （4）

OLS
　 食費 外食費 生活費 耐久財消費
遺産の受け取りの有無

（あり = 1 ; なし = 0） 1,861*** － 246.2 － 1,675 5,799*
（600.0） （235.6） （1,889） （2,980）

観測数 7,788 7,788 7,788 7,788
決定係数 0.060 0.010 0.048 0.009
注 1. カッコ内は標準誤差を示す。　*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
注 2. 説明変数には、年齢、年齢の二乗項、学歴、性別ダミー、結婚の有無を示すダミー変数、主観的健康度のダミー

変数が含まれている。

表 6　遺産の受け取りによる消費への影響（固定効果モデルによる推定）
　 （1） （2） （3） （4）

固定効果モデル
　 食費 外食費 生活費 耐久財消費
遺産の受け取りの有無

（あり = 1 ; なし = 0） － 55.91 － 360.3 － 3,182 14,563**
（947.1） （464.9） （3,223） （6,172）

観測数 7,788 7,788 7,788 7,788
決定係数 0.005 0.009 0.004 0.037
注 1. カッコ内は世帯でクラスタリングした頑健標準誤差を示す。　*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
注 2. 説明変数には、年齢、年齢の二乗項、学歴、性別ダミー、結婚の有無を示すダミー変数、主観的健康度のダミー変数が

含まれている。



5　おわりに
　本分析では、パネルデータ JSTAR を用いて、

遺産の受け取りが中高齢者の消費に影響を与え

るかを実証的に検証した。これまで、経済学に

おける数多くの研究で、所得と消費の関係を示

すケインズ型の消費関数や恒常所得仮説の検証

が行われてきた。実証的にそれを検証する際、

所得のみを外生的に動かすようなイベントを用

いて、所得の変化が消費に与える影響を純粋に

識別する手法が近年多く行われている。例えば、

宝くじによる所得の変化や、年金受給開始年齢

の延長による年金所得の変化などである。本稿

では、家族が亡くなった時に受け取る遺産を外

生的な所得の変化とし、一時的な所得の変化に

遺産の受け取りがあった場合、耐久消費財を一

人当たり 10,308 円増加させていることが分かる。

しかし、先ほどの表 5 の結果と異なり、食費に

ついては有意性は見られなかった。表 8 の固定

効果モデルによる推定でも、遺産の受け取りに

より耐久財消費が統計的有意に 22,992 円増加す

ることが示された。また、最小二乗法、固定効

果モデルともに生活費への影響はマイナスであ

る。これは家族が少なくなったため生活費がか

からなくなったか、遺産があるとはいえ世帯収

入が減り生活費を抑制しているためかと考えら

れる。ただし、統計的には有意ではなかった。
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表 7　過去 2年の遺産の受け取りによる消費への影響（最小二乗法による推定）
　 （1） （2） （3） （4）

OLS
　 食費 外食費 生活費 耐久財消費
遺産の受け取りの有無 1,309 244.1 -631.7 10,308**

（あり = 1 ; なし = 0） 1,309 244.1 － 631.7 10,308**
（930.6） （375.6） （3,015） （4,809）

観測数 5,466 5,466 5,466 5,466
決定係数 0.050 0.014 0.042 0.008
注 1. カッコ内は標準誤差を示す。　*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
注 2. 説明変数には、年齢、年齢の二乗項、学歴、性別ダミー、結婚の有無を示すダミー変数、主観的健康度のダミー変数が

含まれている。

表 8　過去 2年の遺産の受け取りによる消費への影響（固定効果モデルによる推定）
　 （1） （2） （3） （4）

固定効果モデル
　 食費 外食費 生活費 耐久財消費
遺産の受け取りの有無

（あり = 1 ; なし = 0） 383.9 418.6 － 2,053 22,992**
（1,252） （615.3） （4,192） （8,994）

観測数 5,466 5,466 5,466 5,466
決定係数 0.008 0.004 0.003 0.052
注 1. カッコ内は世帯でクラスタリングした頑健標準誤差を示す。　*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
注 2. 説明変数には、年齢、年齢の二乗項、学歴、性別ダミー、結婚の有無を示すダミー変数、主観的健康度のダミー変数が

含まれている。
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研究所、国立大学法人一橋大学、および国立大

学法人東京大学が協力して実施している「くら

しと健康の調査」で収集されたデータである。
【注】

1）宇南山（2011）に恒常所得仮説の研究の発展が

まとめられている。

2）遺された財産のうち、借金の方がプラスの財産

よりも大きければ相続放棄を行うことができるた

め、不労所得の減少のケースはのぞいている。
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